



















それから約 10 年，2017 年 4 月から新たな在留資格「介護」，2017 年 11 月から技能実習の「介護」，
在留資格「介護」の新設，2019 年からは「特定技能」の介護と，介護分野では人手不足であることを
前提とした外国人の受入れをしている。
1974 年の厚生省の白書より高齢化社会の到来は必至であり，1990 年代に検討され 2000 年に施行
された介護保険は，家族に過度に負担させる介護の限界から介護の社会化を促進した。また，1989
年に丙午の年よりも出生率が下回った 1.57 ショックをうけて，1990 年代には少子化と労働力人口
の減少，相対的・絶対的高齢者比率の増加と要介護者の増加を日本政府は予見していたはずであり，








































定されている。介護福祉士は「社会福祉士及び介護福祉士法（昭和 62 年法律第 30 号）」が 1987 年 5
月 21 日に第 108 国会において成立し，同年 5 月 26 日公布されたことをもとに，名称独占の国家資
格として設けられ，今までの資格者の登録状況は 2018 年 9 月で 1,623,451 人に上っている。これは















する方法である。近年の資格取得の方法は②の養成施設型が 1 に対して，①と③の国試が 4 である。
この比率からわかるように，近年養成学校の定員は充足できない傾向にある。日本介護福祉士養
成施設協会によれば，2017 年 4 月入学の介護福祉士養成施設の定員充足率が前年と比べて 1 ポイン
ト減の 45.7％であり，入学定員 15,891 人に対して入学者は 7,258 人であった。このうち学費の一部
を雇用保険で補てんされる離職者訓練制度対象者が 1,307 人，外国人留学生が 591 人にも上り，入
学者の 4 人に 1 人が社会人経験者か留学生という実情である。これは国内の高等学校等の「新卒」
の若年層にとって養成施設からの介護職が選択されていない傾向と 2017 年 9 月から在留資格に介
護が追加されたことが背景にあると考えられる。協会によれば，2018 年 3 月の養成校卒業生 6,204
人中 6 千人弱が介護分野に就職しており，卒業生の中の外国人留学生が 143 人おり，137 人が介護




考資料から見てみると，介護保険の開始の 2000 年の要介護（要支援）者は 216 万人から 2017 年
度 608 万人の 3 倍，介護職員数（訪問，通所，入所，小規模多機能型居宅介護）も 54.9 万人から
183.1 万人と 3 倍以上に増加している。厚生労働省の「2025 年に向けた介護人材にかかる需給推計
（確定値）について」（2015）によれば，介護「人材」の需要見込み（2025 年度）が 253.0 万人，介護
「人材」の供給見込み（2025 年度）が 215.2 万人，したがって需給ギャップ，不足する介護労働者は
37.7 万人と推計されている。また，経済産業省経済産業政策局産業構造課の「将来の介護需給に対
する高齢者ケアシステムに関する研究会報告書」（2018）によれば，2035 年の介護労働者の需要は
295 万人，一方の供給は 227 万人で，介護職員が 68 万人不足する見込みと推計している。いずれ
にしても，2025 年には介護労働者が 37 万人以上必要ということだろう。
それでは，具体的に介護分野のどのような業務に人が足りないのだろうか。公益財団法人介護労
働安定センターの平成 29 年度「介護労働実態調査」の結果（2018）と日本医療労働組合連合の米沢
（2）　この修学資金貸し付け制度は，入学する際に 20 万円，通学期間中に毎月 5 万円，卒業する際に 20 万円（就職準
備金），2 年間の就学期間で 1 人当たり 160 万円が貸与される。他の業界に就職すると返済しなければならないが，
介護福祉士の国家資格を取って現場で 5 年以上働けば返済義務がなくなる制度であり，詳細の説明は各都道府県の















ときに女性は 85.2 となっている。介護労働者の年齢構成は，男女別に見ると，男性については 40
歳未満が主流であるが，女性については 40 歳以上の割合が高く，年々平均年齢は高くなっている。
















































単位 歳 年 時間 時間 千円 千円 千円
男 41.2 8.03 164.75 5.75 286.9 271.4 684.2 988,140
85.2











昇給があったとしても「初任給が 13 万円台」，20 年働いても手取りが 20 万円を超えないといった
低廉な賃金の実態がある。そしてこれは，処遇改善といいながら，総費用の増大という介護保険制
度の問題にあり，根本的な処遇改善になっていないからだという。
2017 年 12 月に，勤続 10 年以上の介護福祉士の月 8 万円の賃上げという処遇改善に関する政府


































いる（『月刊老施協』2019 年 4 月号）。都道府県別では，入所率が低い順で沖縄 53％，富山 68.9％，



















2019 年 4 月現在，特定技能 1 号に介護分野が設けられ，日本の介護分野における在留資格は 4
種類になっている。「特定技能 1 号」による介護分野での外国人労働者受入れも他分野と合わせて 5
年間に最大 34 万人超で，介護は初年度 5,000 人で，5 年間で 5 ～ 6 万人程度ともいわれている。ま















開始時期 2008 年 2017 年 9 月 1 日～ 2017 年 11 月 1 日～ 2019 年～
在留許可 特定活動 介護
技能実習


































N2 以上が想定されている 日本語能力試験 N4 以上





































































































出典：厚生労働省社会保障審議会介護給付費部会第 169 回資料 2「新たな在留資格「特定技能」について」（2019 年 3
月 6 日），厚生労働省第 12 回外国人介護人材受入れの在り方に関する検討会「EPA 介護福祉士の就労範囲に訪問







































































































注 1：2017 年度より，養成施設卒業者も国家試験合格が必要となった。ただし，2021 年度までの卒業者には卒業後 5
年間の経過措置が設けられている。
注 2：「新しい経済対策パッケージ」（平成 29 年 12 月 8 日閣議決定）において，「介護分野における技能実習や留学中
の資格外活動による３年以上の実務経験に加え，実務者研修を受講し，介護福祉士の国家試験に合格した外国人に
在留資格を認めること」とされており，現在，法務省において法務省令の改正に向けて準備中。
出典：厚生労働省社会保障審議会介護給付費部会第 169 回資料 2「新たな在留資格「特定技能」について」（2019 年 3













































































































（6）　1959 年 8 月に当時の経済省の外郭団体として設立。2012 年 3 月に財団法人海外技術者研修協会（AOTS）と財
団法人海外貿易開発協会（JODC）が合併し，財団法人海外産業人材育成協会（The Overseas Human Resources 
and Industry Development Association（HIDA））として新発足。2017 年 7 月に英語名称を The Association for 















備ができている」と答えたのは，1,348 施設中 38 であった。「受入れ条件は満たしているが，宿舎や
研修担当職員などの受入れ準備ができていない」は 181 施設，「施設として受入れの条件を満たして
いない」が 149 施設，「施設として受入れの条件を満たしていないが，準備を予定」が 59 施設，「施
設として受入れの条件を満たしていないし，準備も不可能」が 68 施設，「その他」は 8，「検討中」が
2，「受け入れない」が 3 であった。今すぐにでも受け入れられるのは 38 施設しかないが，準備をす









































































給与は月 1,600 ドル（約 17 万 8 千円）と日本と同程度だが，住居提供など待遇が良く，数年後に永
住権取得のチャンスも得られる」（日本経済新聞「介護に外国人待遇 3 つの死角─欧米に見劣り
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